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研究成果の概要（和文）：さまざまなミクロデータに基づく実証分析により、2000年代以降の非正規雇用の増加は、就
業形態の固定化を伴って、新たな労働市場の二重構造を形成したことを示した。そこでは、年功賃金と賃金プレミアム
を特徴とする正規労働市場で割当が発生し、賃金上昇機会の限られた非正規労働市場からの移動を制約している。この
構造が企業の雇用調整を変質させたことが、経済ショックに対して非正規雇用の再配分が促進される状況を生み出した
と考えられる。

研究成果の概要（英文）：Through empirical studies on several microdata sets, we showed that increases in 
non-regular employment beginning in the 2000s were accompanied by employment status persistence. As a 
result, a dual structure consisting of regular and non-regular employment has taken form in the Japanese 
labor market. Regular employment is characterized by seniority wages and wage premiums, while non-regular 
employment suffers restricted opportunities for wage increase. The regular employment market is rationed 
and thus labor mobility between these two markets is limited. This dual structure has changed employment 
adjustment among firms and, in response to economic shocks, has expanded the reallocation of non-regular 
employment.

研究分野： マクロ経済学・労働経済学

キーワード： 労働市場の二極化　二重労働市場　非正規雇用
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 1990 年以降、日本の失業率はそれ以前の低
位安定から一転し、不可逆的上昇（～2002
年）、経済停滞下での継続的下落（2002 年～
2008 年）、急激な上昇（2008 年～2009 年）
を、次々と経験した。この特異とも言える失
業変動の原因として、照山・太田・玄田(2008)
は、日本の雇用・失業研究の包括的展望と独
自の分析に基づき、非正規雇用（パート、ア
ルバイト、派遣社員等）形態での就業者の増
加の重要性を指摘した。日本経済の雇用創出
が停滞することで、不況期に生じる失業を吸
収する部門が消失し、一旦上昇した失業率の
下落を妨げた。とくに、転職市場が十分発達
していない日本では、労働市場の新規参入段
階にある若年層での失業増が顕著となった。
2000 代前半の失業率低下は、新卒者を含む
若年層の非正規化の進展によって実現され
たが、不安定な非正規雇用の増加は不況期に
大量の失業者を生じさせることとなり、2008
年の失業率急上昇につながったと考えられ
る。 
 このような、日本の労働市場の変質とその
原因を明らかとするには、非正規化進行の構
造や非正規就業の特性についての実証的検
証が不可欠である。日本経済における非正規
化進行の重要性は早くから認識されてきた
が、その原因と帰結の学術的研究は緒に就い
たばかりであり、とくに失業との関係まで考
察した研究は少ない。そのため、この分野の
研究を、ミクロ計量分析と経済実験という先
端的分析手法によって包括的に実施するこ
とを目的に、本研究計画を申請するに至った。 
 
２．研究の目的 
(1) 非正規雇用と雇用調整：政府統計の個票
データ等によって、2000 年代の非正規雇用
の増加の過程で、企業の雇用調整の仕組みが
どのように変質したのかについて、事業所レ
ベルでの労働者の流入・流出の観点からの実
証研究を行う。正規から非正規への比重の移
行は、雇用・失業の変動を拡大したのか、企
業間の異質性に着目しつつ、ミクロレベルで
解明する。 
 
(2) 非正規雇用の不安定性と階層固定化：一
般に、非正規雇用は正規雇用に比して、賃金
水準・雇用安定性の両面で劣ると考えられて
いる。そこで非正規雇用の不安定性の数量的
検証を計画する。また、そのような格差の前
提となる、非正規雇用の性質を、正規と非正
規の賃金関数の対比で明らかにしたうえで、
非正規雇用から正規雇用への移行の困難さ
（非正規雇用の固定性）の統計的検証を行う。 
 
(3) 雇用階層化に関する経済実験：非正規雇
用が正規雇用よりも就労条件が劣るとすれ
ば、そのような格差のある就業形態（雇用契
約）を企業が長期間維持できる仕組みが問題
となる。これは、ことに日本の非正規雇用に

関する実証研究が関心を払ってきた、過去の
非正規就業の経歴自体が原因となり、現在の
非正規就業確率が高まるという現象と関連
する。そうであれば、正規雇用と非正規雇用
の市場が分断されており、労働者の自由な移
動による裁定が働かない状態であること、す
なわち、労働者間に「差別」が存在すること
を意味する。このような履歴に基づく「差別」
発生の仕組みを織り込んだ実験可能な経済
モデルを構築し、労働市場階層化の経済実験
を設計・実施する。 
 
３．研究の方法 
政府統計の個票データや民間研究機関調

査の個票データなどのミクロデータを活用
し、非正規雇用の特質および非正規雇用増加
の構造、非正規・正規の雇用形態間で異なる
雇用調整・労働移動、非正規雇用の不安定
性・階層固定性、などについて、ミクロ計量
経済分析を中心とする手法によって数量的
分析を行う。労働市場の階層化の仕組みを捉
えることができる経済モデルを、繰り返しゲ
ームと履歴情報の観点から開発し、それに基
づいた経済実験を設計・実施する。 
 
４．研究成果 
(1) 非正規雇用と雇用調整：1990 年代に増加
した非正規雇用が、雇用調整に与えた影響を
見るために、政府統計（「毎月勤労統計」お
よび「雇用動向調査」）の個票データによっ
て、1990 年代～2000 年代にかけて、事業所
単位での雇用調整の動向の分析を行った。分
析は、事業所ごとの労働投入（労働時間数×
雇用者数）と雇用者数の変動を、正規労働者

（フルタイム労働者）と非正規労働者（パー
トタイム労働者）に分割したうえで、各々を
（平均）労働時間調整、採用、離職に依存す
る部分に分解した。 
まず、雇用調整費用が小さいと考えられる

非正規雇用が増加した下でも、労働投入の調
整、とくに小規模な調整においては、依然と
して労働時間調整の果たす役割が大きいこ
とが示された。ただし、雇用調整についてい
えば、非正規雇用が採用と離職のいずれにつ
いても大きく調整される（図 1）。これは、非
正規雇用の増加が、景気後退面での失業増を
加速することを予想させる。 

図 1：雇用形態別にみた事業所単位の雇用調整。横軸は事業
所単位での労働投入変化率、縦軸はそれに対応する採用の変
化率（左）と離職の変化率（右）の事業所間平均値。白のマ
ーカーは非正規雇用、黒のマーカーは正規雇用を示す。 



そこで、非正規雇用が増加する過程で発生
した、時期の異なる 2つの大きな経済ショッ
ク後の雇用調整を比較した。ここで、2 つの
ショックとは、1997 年からの「アジア通貨危
機」と 2008 年からの「世界金融危機（リー
マン・ショック）」である。ミクロデータに
基づき、2 つの経済ショック期の労働投入の
調整を、推定値に基づいたシミュレーション
によって要因分解し、「世界金融危機」期に
は、「アジア通貨危機」期と比べて、非正規
雇用の増加のために採用と離職がともに増
大していたこと、しかし、「アジア通貨危機」
期を大きく上回る労働投入の下落の大部分
は労働時間調整でもたらされていたことが
示された。すなわち、非正規雇用の増加は労
働再配分による失業を増加させる方向に働
いたが、非正規雇用も含む労働時間調整がこ
れを抑制するように働いた。後者については、
分析結果からは具体的な理由を特定できな
いが、非正規雇用の変質が示唆される。すな
わち、2000 年代以降の非正規雇用は、正規雇
用に比べると雇用が不安定であるものの、シ
ョックに対して労働時間調整による労働保
蔵の対象となるような性質を持つ雇用形態
となった可能性がある。以上の結果を〔雑誌
論文〕⑤として公表した。 
 

(2) 非正規雇用の不安定性と階層固定化：以
下の 2 つの研究は、首都圏で 2000 年以降に
隔年で行われている「ワーキングパーソン調
査」（リクルートワークス研究所）の個票デ
ータを用いて行われた。 
① 第 1の研究では、2002 年から 2014 年にか
けて、日本の賃金形成を正規雇用・非正規雇
用という2部門からなる二重構造の観点から
分析した。スイッチ回帰分析の手法によって、
両部門の賃金決定および労働者が2部門に分
かれる要因を同時に推定した結果、以下のよ
うな日本の新たな二重労働市場についての
事実が示された。第一に、正規労働者の賃金
は勤続年数と外部労働市場経験年数ととも
に上昇するが、非正規労働者の賃金は外部労

働市場経験年数のみを反映する。この経験年
数のもたらす賃金上昇については、女性正規
労働者を除くと、正規・非正規の形態間・性
別で大きな差はない（図 2）。第二に、企業規
模や学歴による賃金差は正規雇用労働者の
賃金のみに存在する。 
これらの結果を、非正規雇用比率が低かっ

た 1980 年代の日本の労働市場を対象とした
研究（石川・出島，1994）と比較すると、正
規労働者のように企業特殊的技能形成や企
業との利潤分配を享受できないが、労働市場
で一般技能を蓄積する非正規労働者階層が
2000 年代以降に形成されたことが示唆され
る。また、正規労働者の賃金・勤続年数プロ
ファイルは、2000 年代初から 10 年以上安定
していることも示された。2000 年代やそれ以
前の先行研究との比較から、賃金・勤続年数
プロファイルは 1990 年代以降 2000 代までフ
ラット化が進み、その後安定したことが推測
できる。 
② 第 2 の研究では、2012、2014 両年の調査
を基に、正規雇用部門での割当の存在が、雇
用形態の持続性の検証を通じて示される。す
なわち、過去の非正規就業の履歴が、労働者
の能力や選好に関わらず、その後の非正規就
業確率を高めることがあれば、それが正規雇
用部門での割当の発生を示す。そうであれば、
第 1の研究の結果とあわせて、雇用形態の階
層化による二重構造の形成を意味する。同時
に、個々の労働者の所属階層の決定時点につ
いても検討した。すなわち、雇用形態の持続
性の背景として 2つの可能性を検証した。第
1 は現職雇用形態の前職雇用形態への依存、
第2は現職雇用形態の初職雇用形態への依存
である。初期状態が決定的に将来を支配する
場合と、たんに現在の状態が前の状態に依存
する場合（状態依存）を、個別労働者の異質
性からの影響を区別して推定することで、両
者の定量的重要性を検証した。その結果、第
1 の効果が数量的にみてより本質的であるこ
とが示された。日本の労働市場の階層化にお
いては、初職の効果よりも、雇用形態の連続
的な依存構造が重要であるといえる。 
 以上の本研究課題における主要な実証分
析の結果は、2000 年代の非正規雇用増加の背
後には、非正規雇用の変質を伴う新たな第 2
次部門の創出による日本の労働市場の二重
構造の出現があったことを示している。これ
らの結果を、〔図書〕①の一部として公表す
るとともに、より大規模なミクロデータを利
用した発展的研究として、本研究課題を継承
する基盤研究 B「日本の労働市場の二極化に
関する研究」（代表：照山博司）において継
続する。 
 
(3) 雇用階層化に関する経済実験：本研究課
題では実証分析と並行して、労働者の履歴に
依存した階層化の発生の仕組みについて、経
済実験によって接近する試みを進めた。研究
開始当初は、取引が逐次的に行われる場合に、

図 2：2014 年の男性についての賃金曲線。右軸は勤続年数、
左軸は労働市場経験年数、縦軸は賃金率対数値。灰色の曲
面は正規労働者、赤色の曲面は非正規労働者の賃金プロフ
ァイルであることを示す。他の年についても同様な賃金プ
ロファイルが推計される。 



経済主体が自身の情報よりも先行する他の
取引結果の情報を重視して選択を行う状況
(information cascades)に注目した。しかし、
検討を重ねた結果、繰り返しゲームにおける
長期協調関係形成の考察に基づいた労働市
場の経済実験が有用であるとの見解に至っ
た。 
 Matsushima(1990)は、繰り返しゲームの枠
組みで、意思決定が過去の履歴に依存しない
場合、長期協調関係を結ぶ部分集団が形成さ
れ、経済主体はそのいずれかに属することを
示した。ここでの長期協調関係を正規雇用関
係にある労働者と企業と捉え、実際にそのよ
うな均衡が成立するか、また、相互に過去の
履歴が分かる場合には何がおこるかを、経済
実験によって考察する。履歴情報を意思決定
に用いる場合には、長期関係に参画できない
グループ（非正規雇用）が発生する可能性が
予想される。これは、効率賃金的インセンテ
ィブ制度などによって、第 1次部門に割当が
発生する仕組みに対応する。同質な労働者が
履歴によって区別される仕組みが、逸脱者へ
の制裁的状況であるとすれば、Matsushima 
(1990)が示す部分的協調関係が形成される
ような情報を与えることで状況が改善する
ことが予想される。このような考え方に基づ
く経済実験を設計し、パイロット実験によっ
て一部予想を支持するような結果を得て、現
在、実験デザインを改良中である。この経済
実験も上記の基盤研究 Bで継続し、実験と解
析を行う予定である。 
 
(4) 以上が本研究課題の主な成果であるが、
ほかにも多くの関連成果があがっている。そ
れらについては、各年度の実績報告書で報告
し、以下であげる雑誌論文や図書などで公表
されている。 
 また、本研究課題では、以下のような大規
模な国際コンファレンスを 2件開催した。 
① 雇用調整の実態を共通の枠組みで国際比
較する国際研究グループに参加し、その日本
に関する分析を担当した。その一環として、
2012 年 11 月 15・16 日に、京都大学にて 
Employment Adjustment in Response to 
Shocks: Micro-level Evidence and 
Macro-Economic Implications と題した国際
コンファレンスを開催した。参加者は 9カ国
から 24 名を数え、それぞれの国のミクロデ
ータの紹介やそれを用いた分析結果の報告
が行われた。コンファレンス後には、神林が
R.Upward (University of Nottingham)、 
A. Hijzen (OECD)とともに中心となって、8
カ国の研究者の国際共同研究を進め、2013 年
には最初の報告論文をとりまとめた。現在も
研究は継続中である。 
② 2015 年 3月 16・17 日に一橋講堂にて国際
コンファレンスTrans Pacific Labor Seminar
を開催し、就業形態の多様化に伴う政策的な
対応について研究報告と討議を行った。 
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